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研究成果の概要（和文）：本プロジェクトでは、地域中小企業を意識した産学連携活動に関する国際比較を行う
ため、海外の大学や研究機関へのヒアリング調査等を実施した。その検討を受けて、関西地域等の中小企業の知
的財産経営モデルおよび産学連携活動におけるニーズとシーズのマッチングシステムに関する提言をまとめた。
大学のリサーチアドミニストレータ(URA)が大学の利益追求だけでなく、企業の目線をも持ちつつ、企業内の開
発者や経営層を中心とした効果的な支援を行い、共同研究における成果と利益の最大化を目指す知識とイノベー
ションのエコシステムの仕組みについて検討した。

研究成果の概要（英文）：In this project, we performed field work activities and hearing surveys 
targeting foreign universities and institutions in order to make international comparison on 
academia-industry activities focusing local small- and medium-sized enterprises.  As a result, we 
made suggestions on (1) management models of intellectual property in small- and medium-sized 
enterprises and (2) a collaboration system of research seeds by academia and needs of industry.  In 
these suggestions, we pointed out importance of educating and training systems of research 
administrators (URA) in universities who also share viewpoints of collaborating enterprises and have
 an ability to realize total optimization of academia-industry activities in an ecosystem of 
knowledge and innovation.  
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研究成果の学術的意義や社会的意義
企業、とりわけ中小企業が大学の研究開発能力を活用する産学連携や共同研究の一層の促進が社会から求められ
ている現状において、大学が、知識とイノベーションのエコシステムという観点から企業のニーズ創出に貢献す
る知的財産活用モデルを提示した。さらに、この目的を達成するためには、大学における産学連携のマネジメン
トと特許調査や技術動向の把握を同時に行える人材が必要であり、この2つの分野を横断する人材育成モデルを
提示した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
産学連携や大学と企業の共同研究の必要性については既に広く認識されているが、それでも

なお十分な成果を上げたとは言えない現状があり、大学の研究開発能力を企業が活用する産学

連携の促進が期待されている。特に、中小企業では、自社による研究開発や事業企画の余力が乏

しいことが現実であることから、各地域に所在する大学が、その持てる「知力」を地域中小企業

に提供する積極的な支援が期待される。知的財産活用、知的財産経営という視点から現状を分析

すると、以下の(1)～(3)の課題が従来より認識されている。(1) 大学発技術のシーズと中小企業

のニーズに、直ちには合致していないこと、(2) 大学発の技術内容の説明が難しく、中小企業に

十分に伝わっていないこと、(3)大学・中小企業のいずれも、マーケティング・融資等の技術の事

業化の知財経営のノウハウに乏しく、技術が商品化に結び付いていないこと。そして、これらの

課題を総合的に結び付け有機的に連携するためのコンサルタント機能が弱いこと。 

 こうした問題に対して、既存の TLO（技術移転機関）等の産学連携部門は、経験に基づくマ

ッチング事業や個人的な人脈のつながりを活用して対処しているが、それでは不十分なことも

認識されており、こうした課題を経験則にとどまらない体系的に解決できるモデルの提示およ

びモデルの検証が必要である。 
 
 
２．研究の目的 
 
企業、とりわけ中小企業が大学の研究開発能力を活用する産学連携や共同研究の一層の促 

進が社会から求められている現状において、大学発技術のシーズと中小企業の潜在的ニーズ 

のマッチングとその事業化促進までを現場担当者の経験や勘に依拠せず実現できる知的財産 

経営適用モデルの提示及びその実証を研究目的とする。 

これらのモデルを策定するために、特許・論文情報のテキストマイニング等の分析に基づ 

いてシーズとニーズのマッチングに関する実証研究を行い、中小企業の潜在的ニーズを起点 

とするマッチングシステムを提示するとともに、大学の有する一貫した総合的な技術的サポ 

ート、高度かつ幅広な知的財産経営サポート能力を活用するモデルを明らかにし、本学にお 

ける産学連携への適用を通じてその実証を試みる。併せて、本学が WIPO（世界知的所有権 

機関）と協力して取り組んでいる ASEAN 産学連携専門人材育成事業の対象大学に本モデル 

を適用し、その汎用性を検証する。 
 
３．研究の方法 
 

 本プロジェクトでは、地域性を意識した産学連携活動に関する国際比較を行うため、欧米各国

の大学や研究機関のリエゾン部門へのヒアリング調査に加え、WIPO（世界知的所有権機関）の

ASEAN 産学連携専門人材育成事業と協働して、産学連携に関わる実務経験のある東南アジアか

らの研修生に対する意識調査や知的財産戦略に関するセミナー等を実施した。 

また、大学の産学連携部門におけるリサーチアドミニストレータ(URA)の育成および活動内容

について、研究代表者・研究分担者の所属する大学において行った URA 育成モデルの成果をま

とめた。 

 これらの活動成果の検討を受けて、関西地域等の中小企業の知的財産経営モデルおよび産学

連携活動におけるニーズとシーズのマッチングシステムに関する提言をまとめた。知識とイノ



ベーションのエコシステムにおいて、大学が企業のニーズ創出に対して、主体的にかつ効率的に

貢献できる局面を作り出す必要がある。地域中小企業とともに発展していくためにはとりわけ、

知財戦略デザイナーを育成する面での貢献が必須であるが、中小企業において知的財産を専門

に扱うスタッフの数は多くない。そのため、大学の URA が大学の利益追求だけでなく、企業の

目線をも持ちつつ、企業内の開発者や経営層を中心とした効果的な支援を行い、大学本位ではな

い共同研究における成果と利益の最大化を目指す仕組みについて検討した。 
 
 
 
４．研究成果 
 

研究代表者は、本研究の成果を踏まえ、各種の知財関連シンポジウム、実務家セミナー等にお

いて講演を行っている。特に、大学技術移転協議会(UNITT)のアニュアル・カンファレンス 2021

（2021 年 9月）において、「大学運営に知財戦略デザイナーが果たす役割」と題する講演を行い、

大学における持続的な研究に果たす大学 IPアントレ教育の役割を指摘した。 

研究分担者は、パテントマップや論文情報分析の手法を用いて、研究成果の事業化を指向した

シーズ・ニーズ・マーケット分析等を通して、特許分析に関する研究を行った。 

上記カンファレンスにおける講演内容および、地域中小企業を念頭に置いた共同研究におけ

る成果と利益の最大化において、大学のリサーチアドミニストレータが果たす役割とその育成

モデル等について、現在論文のとりまとめを行っている。 
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